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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期

会計期間

自　平成18年
　　３月１日
至　平成18年
　　８月31日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　３月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高 (千円) 31,155,86334,758,70034,781,48367,755,24071,547,701

経常利益 (千円) 747,277 893,815 796,8641,930,8052,055,565

中間(当期)純利益 (千円) 386,680 403,886 23,787 968,8031,008,466

純資産額 (千円) 8,702,8929,609,77110,082,3959,285,71610,214,156

総資産額 (千円) 27,448,66627,515,61729,445,75527,762,92928,360,409

１株当たり純資産額 (円) 161,230.78177,840.18186,480.08171,881.33189,025.03

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 7,718.187,475.08 440.2218,627.6118,663.56

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 7,613.637,430.94 440.2118,413.7618,568.03

自己資本比率 (％) 31.6 34.9 34.2 33.4 36.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,137,674509,4241,139,0481,854,1931,213,029

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,196,072△1,036,889△797,914△2,123,250△1,931,377

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,726,70071,926 762,100 477,261 297,553

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 2,942,3941,026,7572,164,7351,482,2951,061,052

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
399

(1,454)
441

(1,754)
482

(1,880)
410

(1,509)
460

(1,700)

(注)　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期

会計期間

自　平成18年
　　３月１日
至　平成18年
　　８月31日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　３月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高 (千円) 27,891,69431,221,88231,910,77460,953,43164,669,030

経常利益 (千円) 715,927 893,907 772,8261,841,1451,985,274

中間(当期)純利益
又は中間純損失(△)

(千円) 392,671 488,150△28,452 954,6521,065,562

資本金 (千円) 2,348,8802,358,9002,358,9002,358,1852,358,900

発行済株式総数 (株) 53,868 54,036 54,036 54,024 54,036

純資産額 (千円) 8,433,2999,422,0159,815,2309,013,6969,999,231

総資産額 (千円) 26,853,50627,428,08129,153,01227,537,77028,193,114

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ 1,500 3,000

自己資本比率 (％) 31.4 34.4 33.7 32.7 35.5

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
365

(1,374)
418

(1,610)
459

(1,711)
375

(1,302)
438

(1,550)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 「１株当たり純資産額」「１株当たり中間(当期)純利益」「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」

については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

３  第20期の１株当たり配当金3,000円には、創立20周年の記念配当500円が含まれております。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

直営事業 462 (1,878)

FC事業 20 (　 ２)

合計 482 (1,880)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、パートタイマー・アルバイトの当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)

であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年８月31日現在

従業員数(名) 459 (1,711)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、パートタイマー・アルバイトの当中間会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であ

ります。

　

(3) 労働組合の状況

当社には、平成12年10月17日にカスミユニオンより独立し結成されたワンダーユニオンがあり、ゼンセン同盟流通

部会に加盟しております。

なお、労使関係については円満に推移しており、特記すべき事項はありません。

また、連結子会社㈱ワンダーネットには、労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国におけるサブプライム問題に端を発した金融市場の

混乱や、原油をはじめとする原材料価格の高騰などから、企業収益は弱含みで推移し、景気の先行きに対

する不透明感が顕著になってまいりました。 

  このような状況の中、当社グループのエンタテインメント事業におきましては、既存店売上高は前年同

期比0.6％増と微増でありましたが、売場面積500坪以上の大型店では、売上高前年同期比6.3％増、お客様

数前年同期比2.9％増と引き続き堅調に推移いたしました。 

  ゲームソフト及び関連商品におきましては、ゲームソフトが前年並みに推移したものの、販売単価の高

いゲーム機本体に浸透感が見受けられ、売上高は前年同期比0.4％減と微減いたしました。 

  音楽ソフトにおきましては、購買形態の多様化により引き続き業界全般が縮小傾向にある中、大型複合

化による来店客数が多いことの強みを生かし、購買動機のきっかけ作りを徹底して行ったことで、売上高

は堅調に推移いたしました。 

  映像ソフトにおきましては、廉価版の普及等により販売単価の低下がみられるものの、今期前半が複数

ヒット作に恵まれたことにより好調に推移いたしました。 

  書籍におきましては、新刊コミックと中古コミックを同じ棚に陳列することで、お客様が自分の価値で

新品と中古をその場で選べる売場「コミックワールド」を試験的に開始し、商品選択の幅を拡大するこ

とにチャレンジいたしました。 

  携帯電話におきましては、販売方法の変更で買換サイクルが長期化したことにより、販売台数は前年同

期比32.8％減少いたしました。一方収益面につきましては、割賦販売の増加による値引き販売が減少した

ことで、引き続き好調に推移いたしました。 

  レンタル事業におきましては、２年間のリース契約を解約したことなどで特別損失638百万円を計上い

たしました。今後、すべてのレンタル売場をTSUTAYAブランドへ移行する予定であります。

　売上総利益率におきましては、利益率の低い卸業売上高の減少と、利益率の高い商品及び新たに開始し

た貴金属の買取販売が好調に推移したことにより24.5％（前年同期実績22.7％）となりました。

　これらの結果、当中間連結会計期間における売上高は34,781百万円(前年同期比0.1％増)、利益面におき

ましては、前年同期に比べ大型店舗の出店経費等が増加したことにより、営業利益798百万円(前年同期比

9.6％減)、経常利益796百万円(前年同期比10.8％減)、中間純利益は、リース解約等の特別損失の発生によ

り、23百万円(前年同期比94.1％減)となりました。

　なお、直営事業における新規出店はWonderGOO富里店（売場面積2,978㎡）及びWonderGOO成東店（売場

面積2,855㎡）の大型店２店舗を出店いたしました。更に、茨城県ひたちなか市の既存店２店舗を閉鎖し、

新たに大型複合化したWonderGOOひたちなか店（売場面積3,591㎡）を開店、WonderGOO北茨城店（売場面

積1,122㎡から1,982㎡に増床）を移転増床するなど、引き続き積極的なスクラップ＆ビルドを実施いた

しました。また、店舗経営効率の観点から、インショップで営業しておりました携帯電話専門店

「BeWONDER」など４店舗を閉店したことにより、当中間連結会計期間の直営事業店舗数は99店舗、ＦＣ店

舗数は31店舗となりました。 
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当中間連結会計期間の新規出店等の状況

店舗名 会社名 設備内容 開店月 所在地 売場面積

WonderGOO富里店 当　社 新 規 出 店 平成20年３月 千葉県富里市 2,978㎡

WonderGOO成東店 当　社 新 規 出 店 平成20年４月 千葉県山武市 2,855㎡

WonderGOO北茨城店 当　社 移 転 増 床 平成20年３月 茨城県北茨城市 1,982㎡

 WonderGOOひたちなか店 当　社 移 転 増 床 平成20年７月 茨城県ひたちなか市 3,591㎡

 WonderGOO水戸笠原店 当　社 増       床 平成20年７月  茨城県水戸市 1,962㎡

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①直営事業

当中間連結会計期間におきましても、引き続き店舗の大型化・複合化を目指した積極的な店舗展開を

行ないました。当社グループが進める大型・複合店舗は、競争力と集客力に強い「圧倒的地域一番店」を

目指しております。その一つとして、商品選択の幅を更に拡大することを目的に、新刊コミックと中古コ

ミックを同じ棚に陳列する「コミックワールド」を試験的に開始いたしました。

　また、物流センターの新たな活用方法として、当社独自の在庫管理システム「ＷＭＩ」による取扱い品

目の増加から、在庫効率の向上とチャンスロスの低減を図りました。更に粗利益高の向上を目指し、新た

にWonderGOO店舗において貴金属の買取販売を開始いたしました。

　これらにより、当社グループにおける商品別売上高は、ゲームソフト及び関連商品部門で9,294百万円

（前年同期比0.4％減・内、中古品は0.6％減）、書籍部門で6,617百万円（前年同期比6.2％増・内、中古

品は17.9％増）、音楽ソフト部門で3,511百万円（前年同期比3.5％増・内、中古品は1.3％増）、映像ソフ

ト部門で2,033百万円（前年同期比7.4％増・内、中古品は12.8％増）、リサイクル商品部門で1,992百万

円（前年同期比8.6％増）、化粧品部門で1,055百万円（前年同期比9.5％増）、レンタル部門で1,442百万

円（前年同期比16.6％増）となりました。

　これらの結果、直営事業の売上高は30,828百万円（前年同期比1.6％増）、売上総利益8,382百万円（前

年同期比8.4％増）、営業利益におきましては、前年同期に比べ大型店舗の出店経費等が増加したことに

より753百万円（前年同期比9.9％減）となりました。

　なお、直営事業の商品別販売実績及び地域別販売実績は次のとおりであります。
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直営事業の商品別販売実績
(単位：百万円・％)

事業の種類別セグメントの
名称・商品名

前中間連結会計年度

(自　平成19年３月１日 

 至　平成19年８月31日)

当中間連結会計年度

(自　平成20年３月１日 

 至　平成20年８月31日)
前年
同期比

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日 

 至　平成20年２月29日)

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

ゲームソフト及び
関連商品 

新　品 6,31220.8 6,28920.4△ 0.4 14,31322.8

中古品 3,02210.0 3,0049.7△ 0.6 6,2409.9

計 9,33530.8 9,29430.1△ 0.4 20,55432.7

音楽ソフト

新　品 2,2457.4 2,3497.6 4.6 4,6407.4

中古品 1,1473.8 1,1623.8 1.3 2,2853.6

計 3,39311.2 3,51111.4 3.5 6,92511.0

映像ソフト

新　品 1,1163.7 1,1563.8 3.6 2,3833.8

中古品 777 2.6 877 2.8 12.8 1,5972.5

計 1,8936.2 2,0336.6 7.4 3,9816.3

書籍

新　品 5,91219.5 6,24020.2 5.5 11,82018.8

中古品 319 1.1 377 1.2 17.9 679 1.1

計 6,23220.5 6,61721.5 6.2 12,50019.9

化粧品 新　品 963 3.2 1,0553.4 9.5 1,9443.1

携帯電話 新　品 1,2164.0 792 2.6△ 34.8 2,1693.5

スポーツ用品

新　品 274 0.9 269 0.9△ 1.8 531 0.8

中古品 68 0.2 79 0.3 15.0 135 0.2

計 343 1.1 348 1.1 1.5 667 1.1

リサイクル商品
(ハードオフ・オフハウス)

中古品 1,8346.0 1,9926.5 8.6 3,9006.2

その他 新　品 3,90012.9 3,73912.1△ 4.1 7,62912.1

レンタル レンタル 1,2374.1 1,4424.7 16.6 2,5774.1

直営事業

新　品 21,94172.3 21,89371.0△ 0.2 45,43472.3

中古品 7,17123.6 7,49224.3 4.5 14,83923.6

レンタル 1,2374.1 1,4424.7 16.6 2,5774.1

計 30,350100.0 30,828100.0 1.6 62,851100.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
直営事業の地域別販売実績

(単位：百万円・％)

地域名

前中間連結会計年度

(自　平成19年３月１日 

 至　平成19年８月31日)

当中間連結会計年度

(自　平成20年３月１日 

 至　平成20年８月31日)
前年
同期比

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日 

 至　平成20年２月29日)

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

茨城県  (53店舗) 17,85658.8 17,45456.6△ 2.3 36,54158.1

千葉県  (16店舗) 4,47714.8 4,86115.8 8.6 9,22414.7

埼玉県  (８店舗) 2,0566.8 2,0146.5△ 2.0 4,2726.8

栃木県  (６店舗) 1,6765.5 2,1276.9 26.9 3,7566.0

群馬県  (５店舗) 1,6645.5 1,6755.4 0.7 3,4895.6

三重県  (４店舗) 815 2.7 834 2.7 2.3 1,7102.7

福島県  (２店舗) 588 1.9 604 2.0 2.7 1,2482.0

神奈川県他  (５店舗) 1,2154.0 1,2554.1 3.4 2,6094.1

合　計  (99店舗) 30,350100.0 30,828100.0 1.6 62,851100.0

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．店舗数は、当中間連結会計期間末日現在の稼動店舗数を記載しております。
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②ＦＣ事業

ＦＣ事業におきましては、前年度におけるインショップ店の閉店等の影響により、売上高及び営業利益

とも減少いたしました。 

　当中間連結会計期間における新規出店は、WonderGOO弘前店（売場面積2,024㎡）、WonderGOO名古屋大須

店（売場面積367㎡）の２店舗を出店いたしました。また、家電店舗内のインショップを２店舗閉店した

ことにより、ＦＣ事業における店舗数は、31店舗となりました。 

　これらにより、当中間連結会計期間のＦＣ事業の売上高は3,952百万円（前年同期比10.3％減）、営業利

益は45百万円（前年同期比5.1％減）となりました。

　今後も、既存加盟店においては直営店同様、競争力のある大型・複合店舗を更に推進していく予定であ

ります。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,103百万円増加し、当

中間連結会計期間末は2,164百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に、法人税等の支払により415百万円減少したものの、税金等

調整前中間純利益により64百万円、減価償却費により474百万円、レンタルのリース解約損603百万円増加

したことにより、1,139百万円の増加（前年同期比123.6％増）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に新規出店等に伴う有形固定資産の取得531百万円、敷金・保

証金の差入427百万円を支出したことにより、797百万円の減少（前年同期比23.0％減）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払により162百万円減少しましたが、借入金が924百

万円（短期借入金並びに長期借入金の合計の純増加額）増加したことにより、762百万円の増加（前年同

期比959.6％増）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

　

事業の種類別セグメントの名称 売上高(千円) 前年同期比(％)

直営事業 30,828,902 1.6

FC事業 3,952,580 △10.3

合計 34,781,483 0.1

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２  主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先がないため記載を省略しており

ます。

　

(2) 仕入実績

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

　

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同期比(％)

直営事業 22,264,446 △3.3

FC事業 3,799,884 △10.7

合計 26,064,331 △4.5

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。
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４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約は次のとおりであります。

業務提携契約

契約会社名 株式会社ワンダーコーポレーション

契約相手先 株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ

締結年月日 平成20年４月17日

契約期間 平成20年４月17日から５年間

主な内容 業務提携契約書

①商物流の一本化を推進する。

②当社のリサイクル等のノウハウをTSUTAYA－POSに付加することでＰＯＳ

の一本化を図り、完成後に導入する。

③ＰＯＳの一本化後に、当社直営店は全店㈱TSUTAYAへＦＣ加盟する。

④相互に役員派遣を行う。

⑤業務提携推進委員会を設置し、業務提携を促進させる。

(注) １. レンタル部門におきましては、平成17年９月30日付で㈱TSUTAYAへＦＣ加盟をしております。

２．契約内容に関しては、両社経営陣が参加する業務提携推進委員会を発足させ、業務提携を両社で進めておりま

す。

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備計画の完了

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおり

であります。
　

会社名
事業所名

所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

区分

帳簿価額(千円)
完了
年月

完成後の
増加能力建物及び

構築物
土地
(面積㎡)

その他 合計

提出会社
WonderGOO富里店

千葉県
富里市

直営事業
新規出
店

71,149
－
（－）

261,571332,720
平成20年
３月

売場面積
2,978㎡
の増加

提出会社
WonderGOO成東店

千葉県
山武市

直営事業
新規出
店

33,498
－
（－）

333,500366,999
平成20年
４月

売場面積
2,855㎡
の増加

提出会社
WonderGOO北茨城店

茨城県
北茨城
市

直営事業
移転増
床

226,511
－
（－）

29,410255,921
平成20年
３月

売場面積
860㎡
の増加

提出会社
WonderGOOひたちなか店

茨城県
ひたち
なか市

直営事業
移転増
床

87,480148,736(1,475)326,834563,051
平成20年
７月

売場面積
2,269㎡
の増加

提出会社
WonderGOO水戸笠原店

茨城県
水戸市

直営事業 増床 156,250
－
（－）

14,186170,437
平成20年
７月

売場面積
835㎡
の増加

(注)　 １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
２　その他は、器具備品及び敷金保証金であります。

　

(2) 重要な設備の新設等

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。
　

会社名
事業所名

所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

区分

投資予定額(千円)
資金
調達方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力

総額 既支払額 着手 完了

提出会社 
WonderGOO本庄店

埼玉県
本庄市

直営事業 新規出店 416,97846,450借入金
平成21年
３月

平成21年
７月

売場面積
2,694㎡ 
の増加

提出会社 
WonderGOO日立田尻店

茨城県
日立市

直営事業 移転増床 354,69810,000借入金
平成21年
２月

平成21年
６月

売場面積
1,539㎡ 
の増加

(注)　 １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
２　上記金額には、経費及びリース契約額を含んでおりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 124,720

計 124,720

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月25日)

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 54,036 54,036
ジャスダック
証券取引所

―

計 54,036 54,036 ― ―

(注) 提出日現在の発行数には、平成20年11月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

  された株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成16年６月30日臨時株主総会決議

中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個)   680  (注)１ 680

新株予約権のうち自己新株予約権の数  ―――――  ―――――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 680 680

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり119,295 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日
至　平成20年12月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 119,295
資本組入額　  59,648

同左

新株予約権の行使の条件  (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項  ―――――          ―――――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

 ―――――  ―――――
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(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。

(1) 新株予約権の割当を受けた者(以下「対象者」という。)は、権利行使時においても、当社又は当社子会社、関

連会社の取締役、監査役、執行役員又は従業員の地位を保有していることを要する。

(2) 新株予約権の相続は認めない。

(3) 対象者は、(i)当社普通株式にかかる株券が店頭登録有価証券として日本証券業協会（現、ジャスダック証

券取引所）に登録された日又は当社株式が日本国内の証券取引所に上場された日及び(ii)権利行使期間の

開始日のいずれか遅い方の日以後においてのみ、新株予約権を行使することができる。

(4) 対象者に、定款若しくは社内規則に違反する重大な行為があった場合、又は権利行使資格の喪失の前後を問

わず、法令に違反する重大な行為があった場合若しくは対象者が当社の事前の書面による承諾を得ないで

当社と競業関係にある会社の取締役、監査役、執行役員、使用人、嘱託、顧問又はコンサルタントとなった場

合、又は新株引受権を放棄した場合等、新株予約権の発行の目的上対象者に新株予約権を行使させることが

相当でないとされる事由として当社取締役会決議で定める事由が生じた場合は、対象者は新株予約権を行

使することができないものとする。

(5) 対象者は、新株予約権の質入れその他の処分をすることができない。

(6) その他の条件については、平成16年６月30日開催の臨時株主総会決議及び同日開催の取締役会決議に基づ

き、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるところによる。

　

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成20年５月23日定時株主総会決議

中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) 1,657 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数  ―――――  ―――――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,657 (注１) 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり178,250（注２） 同左

新株予約権の行使期間
自　平成22年６月１日
至　平成25年５月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 178,250
資本組入額　  89,125

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項  ―――――          ―――――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

 ―――――  ―――――

(注）１．当社が株式無償割当、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整する。

調整後目的株式数＝調整前目的株式数×無償割当、分割又は併合の割合

２．当社が株式無償割当、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

無償割当、分割又は併合の比率

３．本新株予約権の行使の条件

(1) 本新株予約権者が、当社又は当社子会社の取締役、監査役、執行役員又は従業員の地位を喪失した場合、

その後、本新株予約権を行使することができない。

(2) 本新株予約権者の相続人は、本新株予約権を行使することができない。

(3) 本新株予約権者は、ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の普通取引の終値が、当該時点に

おいて有効な行使価額に1.30を乗じた金額、又は210,000円のどちらか高い金額を上回らない場合は、本

新株予約権を行使することができない。

(4) その他の条件については、平成20年５月23日開催の定時株主総会決議及び同日開催の取締役会決議に基

づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年３月１日～
  平成20年８月31日 

－ 54,036 － 2,358,900 － 2,360,793

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社カスミ 茨城県つくば市西大橋599番地１ 24,042 44.5

株式会社ケーズホールディ

ングス
茨城県水戸市柳町１丁目13番20号 11,022 20.4

日興シティー信託銀行株式

会社(投資口)
品川区東品川２丁目３番14号 3,283 6.1

株式会社デンコードー 宮城県仙台市宮城野区榴岡１丁目７番10号 2,160 4.0

モルガン・スタンレー・ア

ンド・カンパニー・イン

ターナショナル・リミテッ

ド

（常任代理人　モルガン・ス

タンレー証券株式会社）

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON E14 4QA ENGLAND
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号
恵比寿ガーデンプレイスタワー）

1,532 2.8

カルチュア・コンビニエン

ス・クラブ株式会社
大阪市北区梅田２丁目５番25号 1,440 2.7

ビーエヌピー　パリバ　セキ

ユリテイーズ　サービス　ル

クセンブルグ　ジヤスデツク

　セキユリテイーズ

（常任代理人　香港上海銀行

東京支店）

23,AVENUE DE LA PORTE NEUVE L-
2085 LUXEMBOURG
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

1,374 2.5

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託

口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,348 2.5

小 林 哲 美 茨城県常総市 1,000 1.9

ワンダーコーポレーション

従業員持株会
茨城県つくば市西大橋599番地１ 430 0.8

計 ― 47,631 88.1

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日興シティー信託銀行株式会社(投資口) 3,283株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,199株
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 54,036 54,036 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 54,036 ― ―

総株主の議決権 ― 54,036 ―

　

② 【自己株式等】
平成20年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 130,000 120,000 124,000 155,000 132,000 125,000

最低(円) 99,900 103,000 114,000 120,000 113,000 98,500

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

  なお、前中間連結会計期間(平成19年３月1日から平成19年８月31日まで)は、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)は、改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間(平成19年３月１日から19年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年３月１日から

平成19年８月31日まで)及び前中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)並びに当中間

連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)及び当中間会計期間(平成20年３月１日から

平成20年８月31日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について監査法人トーマツにより中間監査

を受けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　

前中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,026,757 2,164,735 1,061,502

　２　売掛金 1,025,663 1,024,812 988,697

　３　たな卸資産 9,407,030 9,837,872 10,055,250

　４　未収入金 1,672,938 1,572,166 1,530,365

　５　繰延税金資産 583,275 615,384 639,470

　６　その他 371,332 431,226 363,939

　７　貸倒引当金 △ 6,477 △ 3,283 △ 5,987

　　　流動資産合計 14,080,52151.2 15,642,91453.1 14,633,23851.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物及び構築物 ※２ 5,769,769 5,707,000 5,479,152

　　(2) その他 ※２ 1,124,466 956,822 1,306,903

　　　有形固定資産合計 6,894,23625.1 6,663,82322.6 6,786,05623.9

　２　無形固定資産

　  (1) のれん 144,104 108,078 126,091

　　(2) その他 307,620 298,065 298,798

　　　無形固定資産合計 451,7241.6 406,1441.4 424,8891.5

　３　投資その他の資産

　　(1) 敷金・保証金 5,045,198 5,448,671 5,408,043

　　(2) その他 1,043,937 1,284,202 1,108,180

　　　投資その他の資産
　　　合計

6,089,13522.1 6,732,87322.9 6,516,22423.0

　　　固定資産合計 13,435,09648.8 13,802,84146.9 13,727,17048.4

　　　資産合計 27,515,617100.0 29,445,755100.0 28,360,409100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 6,379,150 6,448,300 6,242,809

　２　短期借入金 2,800,000 2,300,000 2,650,000

　３　一年内に返済予定の
　　　長期借入金

※２ 1,973,307 1,793,449 1,899,637

　４　未払法人税等 388,384 69,073 491,546

　５　賞与引当金 115,218 135,505 122,101

　６　ポイントカード
　　　引当金

934,069 1,004,428 986,853

　７　その他 1,473,316 1,921,281 1,464,024

　　　流動負債合計 14,063,44651.1 13,672,03946.5 13,856,97248.9

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※２ 3,222,428 5,052,121 3,671,724

　２　退職給付引当金 139,465 137,715 136,838

　３　その他 480,505 501,483 480,715

　　　固定負債合計 3,842,39914.0 5,691,32019.3 4,289,27915.1

　　　負債合計 17,905,84565.1 19,363,36065.8 18,146,25264.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,358,900 2,358,900 2,358,900

　２　資本剰余金 2,360,793 2,360,793 2,360,793

　３　利益剰余金 4,890,682 5,356,943 5,495,263

　　　株主資本合計 9,610,37734.9 10,076,63734.2 10,214,95736.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

△ 605 － △ 801

　　　評価・換算差額等
　　　合計

△ 605△0.0 － － △ 801△0.0

Ⅲ  新株予約権 － － 5,7570.0 － －

　　　純資産合計 9,609,77134.9 10,082,39534.2 10,214,15636.0

　　　負債純資産合計 27,515,617100.0 29,445,755100.0 28,360,409100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 34,758,700100.0 34,781,483100.0 71,547,701100.0

Ⅱ　売上原価 26,873,16777.3 26,246,78375.5 55,313,85277.3

　　　売上総利益 7,885,53322.7 8,534,69924.5 16,233,84822.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 7,001,83820.2 7,735,76822.2 14,208,31719.9

　　　営業利益 883,6942.5 798,9302.3 2,025,5312.8

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 17,956 24,341 38,430

　２　受取配当金 32 40 32

　３　受取手数料 47,300 45,806 97,535

　４　その他 22,730 88,0190.3 17,964 88,1530.3 50,443186,4420.3

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 62,116 79,073 134,449

　２　持分法投資損失 4,059 － 2,597

　３　支払手数料 5,000 5,000 5,000

　４　その他 6,723 77,8980.2 6,144 90,218 0.3 14,360156,4070.2

　　　経常利益 893,8152.6 796,8642.3 2,055,5652.9

Ⅵ　特別利益

　１　貸倒引当金戻入益 － 2,703 －

  ２  転貸契約等損失
      戻入益

13,929 － 14,581

　３　その他 － 13,929 0.0 － 2,703 0.0 16,077 30,659 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　前期損益修正損 4,028 － 4,028

　２　固定資産除却損 ※２ 13,046 38,617 28,463

　３　減損損失 ※３ 121,861 51,438 191,322

  ４  転貸契約等損失 16,424 15,446 16,424

  ５  リース解約損 － 603,637 －

　６　貯蔵品除却損 － 24,745 －

　７　その他 － 155,361 0.4 1,336 735,221 2.1 10,130250,369 0.3

　　　税金等調整前
　　　中間(当期)純利益

752,3832.2 64,3470.2 1,835,8552.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

361,611 21,279 910,772

　　　法人税等調整額 △ 13,114348,4961.0 19,279 40,5590.1 △ 83,383827,3881.2

　　　中間(当期)純利益 403,8861.2 23,7870.1 1,008,4661.4
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年２月28日残高(千円) 2,358,1852,360,0774,567,8329,286,095

中間連結会計期間中の変動額

　ストック・オプション行使 
  による新株の発行

715 715 1,431

　剰余金の配当 △ 81,036 △ 81,036

　中間純利益 403,886 403,886

  株主資本以外の項目の中間連結会
  計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額
合計(千円)

715 715 322,850 324,281

平成19年８月31日残高(千円) 2,358,9002,360,7934,890,6829,610,377

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(千円) △378 △378 9,285,716

中間連結会計期間中の変動額

　ストック・オプション行使
  による新株の発行

1,431

  剰余金の配当 △ 81,036

　中間純利益 403,886

  株主資本以外の項目の中間連結  
  会計期間中の変動額(純額)

△ 226 △ 226 △ 226

中間連結会計期間中の変動額
合計(千円)

△ 226 △ 226 324,054

平成19年８月31日残高(千円) △ 605 △ 605 9,609,771
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当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成20年２月29日残高(千円) 2,358,9002,360,7935,495,26310,214,957

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △ 162,108△ 162,108

　中間純利益 23,787 23,787

  株主資本以外の項目の中間連結会
  計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額
合計(千円)

－ － △ 138,320△ 138,320

平成20年８月31日残高(千円) 2,358,9002,360,7935,356,94310,076,637

　

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成20年２月29日残高(千円) △ 801 △ 801 10,214,156

中間連結会計期間中の変動額

  剰余金の配当 △ 162,108

　中間純利益 23,787

  株主資本以外の項目の中間連結  
  会計期間中の変動額(純額)

801 801 5,757 6,559

中間連結会計期間中の変動額
合計(千円)

801 801 5,757 △ 131,761

平成20年８月31日残高(千円) － － 5,757 10,082,395
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前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年２月28日残高(千円) 2,358,185 2,360,077 4,567,832 9,286,095

連結会計年度中の変動額

　ストック・オプション行使による
　新株の発行

715 715 1,431

　剰余金の配当 △ 81,036 △ 81,036

　当期純利益 1,008,466 1,008,466

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計(千円) 715 715 927,430 928,862

平成20年２月29日残高(千円) 2,358,900 2,360,793 5,495,263 10,214,957

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(千円) △378 △378 9,285,716

連結会計年度中の変動額

　ストック・オプション行使による
　新株の発行

1,431

  剰余金の配当 △ 81,036

　当期純利益 1,008,466

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△ 422 △ 422 △ 422

連結会計年度中の変動額合計(千円) △ 422 △ 422 928,439

平成20年２月29日残高(千円) △ 801 △ 801 10,214,156
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　
　  

前中間連結会計期間
 

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

 
当中間連結会計期間

 
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

１　税金等調整前中間(当期)純利益 752,383 64,347 1,835,855

２　減価償却費 512,228 474,972 1,054,756

３　減損損失 121,861 51,438 191,322

４  のれん償却額 18,013 18,013 36,026

５  株式報酬費用 ─ 5,757 ─

６　賞与引当金の増減額 7,771 13,403 14,654

７  役員賞与引当金の増減額 △ 12,000 ─ △ 12,000

８　退職給付引当金の増減額 △ 1,292 876 △ 3,919

９　ポイントカード引当金の増減額 △ 1,662 17,575 69,401

10　受取利息及び受取配当金 △ 17,988 △ 24,381 △ 38,462

11　支払利息 62,116 79,073 134,449

12　持分法による投資損益 4,059 ─ 2,597

13　固定資産除却損 13,046 38,617 28,463

14  転貸契約等損失戻入益 △ 13,929 ─ △ 14,581

15  転貸契約等損失 16,424 15,446 16,424 

16 リース解約損 ─ 603,637 ─

17　売上債権の増減額 215,692 △ 36,114 252,658

18　たな卸資産の増減額 120,181 217,378 △ 528,039

19　仕入債務の増減額 △ 671,028 205,491 △ 807,369

20　その他 △ 149,117 △ 4,938 △ 6,589

小計 976,758 1,740,595 2,225,648

21　利息及び配当金の受取額 1,514 1,726 3,174

22　利息の支払額 △ 59,224 △ 85,212 △ 136,170

23　法人税等の支払額 △409,623 △ 415,752 △ 879,623

24　リース契約解約に伴う支出 ─ △ 102,308 ─

営業活動による
キャッシュ・フロー

509,424 1,139,048 1,213,029
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前中間連結会計期間

 
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

 
当中間連結会計期間

 
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

１　有形固定資産の取得による支出 △518,363 △ 531,131 △ 973,542

２　無形固定資産の取得による支出 △6,403 △ 11,580 △ 8,983

３　貸付金の回収による収入 1,500 1,500 3,000

４　敷金・保証金の差入による支出 △606,463 △ 427,262 △ 1,302,858

５　敷金・保証金の返還による収入 134,104 234,132 403,383

６　その他 △41,263 △ 63,572 △ 52,376

投資活動による
キャッシュ・フロー

△1,036,889 △ 797,914 △ 1,931,377

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

１　短期借入金の純増減額 500,000 △ 350,000 350,000

２　長期借入れによる収入 600,000 2,320,000 2,200,000

３　長期借入金の返済による支出 △948,468 △ 1,045,791 △ 2,172,842

４　株式の発行による収入 1,431 ─ 1,431

５　配当金の支払額 △81,036 △ 162,108 △ 81,036

財務活動による
キャッシュ・フロー

71,926 762,100 297,553

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額 △455,537 1,103,233 △ 420,793

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 1,482,295 1,061,502 1,482,295

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末
　　(期末)残高

※１ 1,026,757 2,164,735 1,061,502
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　連結の範囲に関する事項

　全ての子会社を連結しており

ます。連結子会社１社は次のと

おりです。

　　　㈱ワンダーネット
 
　　　㈱中部ワンダックスと㈱近畿ワ

ンダックスは平成19年３月１日

付で当社が吸収合併したため、

当中間連結会計期間から連結の

範囲から除外しております。

１　連結の範囲に関する事項

　全ての子会社を連結しており

ます。連結子会社１社は次のと

おりです。

　　　㈱ワンダーネット

 

１　連結の範囲に関する事項

　全ての子会社を連結しており

ます。連結子会社１社は次のと

おりです。

　　　㈱ワンダーネット
 
      ㈱中部ワンダックスと㈱近畿

ワンダックスは平成19年３月１

日付で当社が吸収合併したた

め、当連結会計年度から連結の

範囲から除外しております

２　持分法の適用に関する事項

　　　持分法適用の関連会社の数１社

会社名

㈱TSUTAYAワンダーグー

２　持分法の適用に関する事項

　　同左

２　持分法の適用に関する事項

　　同左

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

　　　連結子会社の中間決算日と中間

連結決算日は一致しておりま

す。

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

　　同左

３　連結子会社の決算日等に関する

事項

　　　連結子会社の決算日と連結決算

日は一致しております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　　①　有価証券

　　　(その他有価証券)

　　　・時価のあるもの

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　　①　有価証券

　　　(その他有価証券)

　　　・時価のあるもの

同左

 

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　　①　有価証券

　　　(その他有価証券)

　　　・時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

　　　・時価のないもの

移動平均法による原価法

　　　・時価のないもの

同左

　　　・時価のないもの

　　　　同左

　　②　たな卸資産

　　　(商品)

移動平均法に基づく低価

法。但し、パソコン・家具等

一部のリサイクル商品(中

古品)については、売価還元

法による原価法

　　②　たな卸資産

　　　(商品)

    同左

　　②　たな卸資産

　　　(商品)

　　　　同左

　　　(貯蔵品)

最終仕入原価法

　　　(貯蔵品)

　　　　同左

　　　(貯蔵品)

　　　　同左

　　③　デリバティブ

　　　　時価法

　　③　デリバティブ

　　　　同左

　　③　デリバティブ

　　　　同左
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前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　　①　有形固定資産

建物(建物附属設備は除く)

ａ 平成10年３月31日以前に取

得したもの

旧定率法

ｂ 平成10年４月１日以降に取

得したもの

旧定額法

建物以外

ａ 平成19年３月31日以前に取

得したもの

旧定率法

ｂ 平成19年４月１日以降に取

得したもの

定率法

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

建物及び構築物　８～34年

その他　　　　　２～15年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　同左

 

 

 

　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　同左

 

 

 

 

 

　　②　無形固定資産

　定額法。なお、償却年数に

ついては、法人税法に規定

する方法と同一の基準に

よっております。但し、自社

利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。

　　②　無形固定資産

　　　　同左

　　②　無形固定資産

　　　　同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　同左

　　②　賞与引当金

　従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

将来の支給見込額のうち当

中間連結会計期間の負担額

を計上しております。

　　②　賞与引当金

同左

　　②　賞与引当金

　従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

将来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計

上しております。
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前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　　③　役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、当

連結会計年度における支給

給見込額に基づき、当中間

連結会計期間に見合う分を

計上しております。

なお、当中間連結会計期間

におきましては、当連結会

計年度における支給見込額

を合理的に見積ることが困

難なため計上しておりませ

ん。

　　③　役員賞与引当金

同左

 

　　③　役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将

来の支給見込額のうち当連

結会計年度の負担額を計上

しております。 

なお、当連結会計年度にお

きましては、支給見込額が

ないため計上しておりませ

ん。

　　④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

　数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定

額法により、発生の翌連結

会計年度から費用処理する

こととしております。

　過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費

用処理しております。

　　④　退職給付引当金

同左

 

 

　　④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定

額法により、発生の翌連結

会計年度から費用処理する

こととしております。

　過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により費

用処理しております。

　　⑤　ポイントカード引当金

　将来のポイントカードに

よるポイントの使用による

売上値引きに備えるため、

過去の使用実績率に基づ

き、将来使用されると見込

まれる金額を引当計上して

おります。

　　⑤　ポイントカード引当金

　　　　同左

　　⑤　ポイントカード引当金

　　　　同左
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前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　(4) 重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

 

　(4) 重要なリース取引の処理方法

　　　同左

　(4) 重要なリース取引の処理方法

　　　同左

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、

特例処理の要件を満たすも

のについて特例処理を採用

しております。

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　同左

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…デリバティ

ブ取引(金利スワップ)

　ヘッジ対象…借入金の利

息

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　同左

　　③　ヘッジ方針

　親会社は、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で

デリバティブ取引を行って

おり、投機目的のデリバ

ティブ取引は行わない方針

であります。

　　③　ヘッジ方針

　　　　同左

　　③　ヘッジ方針

　　　　同左

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

　デリバティブ取引の実行

に当たり、ヘッジ手段と

ヘッジ対象に関する重要な

条件がほぼ一致しており

ヘッジ開始時及びその後も

継続して相場変動等を相殺

することができることを確

認しておりますので有効性

の評価を省略しておりま

す。

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　同左

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　同左

　(6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

　　  消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。

　(6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

　　  消費税等の会計処理方法

　　　同左

　(6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

　　  消費税等の会計処理方法

　　　同左

５　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　　 手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資であります。

５　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　　同左

５　連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　　同左
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会計処理の変更

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
   至　平成19年８月31日）

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
   至　平成20年８月31日）

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
  至　平成20年２月29日)

(有形固定資産の減価償却方法の変

更)

当中間連結会計期間より、法人税

法の改正（（所得税法等の一部を改

正する法律　平成19年３月30日法律

第６号）及び（法人税法施行令の一

部を改正する政令　平成19年３月30

日 政令第83号））に伴い、平成19年

４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備は除く）以外の有形固定資

産については、改正後の法人税法に

規定する減価償却方法により減価償

却費を計上しております。これによ

り、営業利益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益は、それぞれ6,729千

円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しております。

      ────────── (有形固定資産の減価償却方法の変

更)

  当連結会計年度より、法人税法の

改正（（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月30日法律第６

号）及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令　平成19年３月30日 政

令第83号））に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した建物（建物附属

設備は除く）以外の有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に規定

する減価償却方法により減価償却費

を計上しております。これにより、営

業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益は、それぞれ24,286千円

減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

（企業結合に係る会計基準等）

  当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会　平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準

委員会　改正平成18年12月22日　企業

会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。

      ────────── （企業結合に係る会計基準等）

  当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　平成17年12月27日 企業会

計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員

会改正平成18年12月22日　企業会計

基準適用指針第10号）を適用してお

ります。
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表示方法の変更

　

前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
   至　平成19年８月31日）

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
   至　平成20年８月31日）

(中間連結貸借対照表）

 「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「のれ

ん」として表示しております。

             ────────────

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

 「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から

「のれん償却額」として表示しております。

             ────────────

　

追加情報

　

前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
   至　平成19年８月31日）

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
   至　平成20年８月31日）

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
  至　平成20年２月29日)

      ──────────

 

 

（有形固定資産の減価償却の方法) 

法人税の改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により、取得価額の５％に

到達した連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益に与える影響

は軽微であります 

      ──────────
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

前連結会計年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額
5,452,794千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
5,997,875千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
5,714,220千円

※２　担保に供している資産は、次の
とおりであります。

土地 85,000千円

建物 537,843千円

　計 622,843千円

※２　担保に供している資産は、次の
とおりであります。

土地 85,000千円

建物 486,441千円

　計 571,441千円

※２　担保に供している資産は、次の
とおりであります。

土地 85,000千円

建物 511,155千円

　計 596,155千円

上記の資産を担保に供してい
る債務は、次のとおりでありま
す。

一年内に返済予
定の長期借入金

212,000千円

長期借入金 264,000千円

上記の資産を担保に供してい
る債務は、次のとおりでありま
す。

一年内に返済予
定の長期借入金

142,000千円

長期借入金 122,000千円

上記の資産を担保に供してい
る債務は、次のとおりでありま
す。

一年内に返済予
定の長期借入金

202,000千円

長期借入金 168,000千円

　３　　当社においては、運転資金の効
率的な調達を行うため取引銀
行11行と当座貸越契約を締結
しております。
　当中間連結会計期間末におけ
る当座貸越契約に係る借入金
未実行残高等は次のとおりで
あります。
 

当座貸越極度
額の総額

4,700,000千円

貸出実行残高 1,300,000千円

差引額 3,400,000千円

　３　　当社においては、運転資金の効
率的な調達を行うため取引銀
行11行と当座貸越契約を締結
しております。
　当中間連結会計期間末におけ
る当座貸越契約に係る借入金
未実行残高等は次のとおりで
あります。
 

当座貸越極度
額の総額

4,700,000千円

貸出実行残高 1,300,000千円

差引額 3,400,000千円

　３　　当社は、運転資金の効率的な調
達を行うため取引銀行11行と
当座貸越契約を締結しており
ます。
　当連結会計年度末における当
座貸越契約に係る借入金未実
行残高等は次のとおりであり
ます。

当座貸越極度
額の総額

4,700,000千円

貸出実行残高 1,150,000千円

差引額 3,550,000千円

　４　　当社は長期借入金を固定化させ
るため、㈱常陽銀行をアレン
ジャー、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
をコ・アレンジャーとした計
６行の金融機関との間でシン
ジケーション方式タームロー
ン契約（分割実行可能期間付
金銭消費貸借契約）を締結し
ております。
　当中間連結会計期間末におけ
るシンジケーション方式ター
ムローン契約に係る借入金未
実行残高は次のとおりであり
ます。

　４　　当社は長期借入金を固定化させ
るため、㈱常陽銀行をアレン
ジャー、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
をコ・アレンジャーとした計
６行の金融機関との間でシン
ジケーション方式タームロー
ン契約（分割実行可能期間付
金銭消費貸借契約）を締結し
ております。
　当中間連結会計期間末におけ
るシンジケーション方式ター
ムローン契約に係る借入金未
実行残高は次のとおりであり
ます。

　４　　当社は長期借入金を固定化させ
るため、㈱常陽銀行をアレン
ジャー、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
をコ・アレンジャーとした計
６行の金融機関との間でシン
ジケーション方式タームロー
ン契約（分割実行可能期間付
金銭消費貸借契約）を締結し
ております。
　当連結会計年度末におけるシ
ンジケーション方式ターム
ローン契約に係る借入金未実
行残高は次のとおりでありま
す。

シンジケーシ
ョン方式ター
ムローン契約

3,000,000千円

借入実行残高 3,000,000千円

借入金未実行
残高

－千円

借入金返済額 600,000千円

借入金残高 2,400,000千円

シンジケーシ
ョン方式ター
ムローン契約

3,000,000千円

借入実行残高 3,000,000千円

借入金未実行
残高

－千円

借入金返済額 1,200,000千円

借入金残高 1,800,000千円

シンジケーシ
ョン方式ター
ムローン契約

3,000,000千円

借入実行残高 3,000,000千円

借入金未実行
残高

－千円

借入金返済額 900,000千円

借入金残高 2,100,000千円
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前中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年８月31日)

前連結会計年度末

(平成20年２月29日)

　５　　平成17年３月31日締結のシンジ

ケーション方式タームローン

契約に下記の財務制限条項が

付されております。

　①各年度の決算期及び中間期の末

日における連結及び単体の貸

借対照表における資本の部の

金額を当該決算期の直前の決

算期の末日または平成16年２

月期の末日における借入人の

単体及び連結の貸借対照表に

おける資本の部の金額のいず

れか大きい方の75％以上に維

持すること。

　②各年度の決算期及び中間期にお

ける連結及び単体の損益計算

書上の経常損益が、それぞれ２

半期連続して経常損失になら

ないこと。

　５　同左 　５　 同左

 

　６　　当社は運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行６行とシ

ンジケート方式によるコミッ

トメントライン設定契約を締

結しております。

　当中間連結会計期間末におけ

るコミットメントライン設定

契約に係る借入金実行残高は

次のとおりであります。

コミットメン
トラインの総
額

2,500,000千円

借入実行残高 1,500,000千円

差引額 1,000,000千円

　　　　上記のコミットメントライン設

定契約について、以下の財務制

限条項が付されております。

　①借入人の各年度の決算期および

中間期の末日における借入人

の連結の貸借対照表及び単体

の貸借対照表における資本の

部の金額を当該決算期の直前

の決算期の末日または平成17

年２月期の末日における借入

人の単体および連結の貸借対

照表における資本の部の金額

のいずれか大きい方の75％以

上の金額を維持すること。

　②借入人の各年度の決算期および

中間期に係る借入人の連結の

損益計算書および単体の損益

計算書の経常損益が、それぞれ

２半期連続して経常損失とな

らないこと。

　６　　当社は運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行６行とシ

ンジケート方式によるコミッ

トメントライン設定契約を締

結しております。

　当中間連結会計期間末におけ

るコミットメントライン設定

契約に係る借入金実行残高は

次のとおりであります。

コミットメン
トラインの総
額

2,500,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 1,500,000千円

　　　　上記のコミットメントライン設

定契約について、以下の財務制

限条項が付されております。

　①借入人の各年度の決算期および

中間期の末日における借入人

の連結の貸借対照表及び単体

の貸借対照表における資本の

部の金額を当該決算期の直前

の決算期の末日または平成17

年２月期の末日における借入

人の単体および連結の貸借対

照表における資本の部の金額

のいずれか大きい方の75％以

上の金額を維持すること。

　②借入人の各年度の決算期および

中間期に係る借入人の連結の

損益計算書および単体の損益

計算書の経常損益が、それぞれ

２半期連続して経常損失とな

らないこと。

　６　  当社は当連結会計年度におい

て運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行６行とシン

ジケート方式によるコミット

メントライン設定契約を締結

しております。

　当連結会計年度末におけるコ

ミットメントライン設定契約

に係る借入金実行残高は次の

とおりであります。

コミットメン
トラインの総
額

2,500,000千円

借入実行残高 1,500,000千円

差引額 1,000,000千円

　　　　上記のコミットメントライン設

定契約について、以下の財務制

限条項が付されております。

　①借入人の各年度の決算期および

中間期の末日における借入人

の連結の貸借対照表及び単体

の貸借対照表における資本の

部の金額を当該決算期の直前

の決算期の末日または平成17

年２月期の末日における借入

人の単体および連結の貸借対

照表における資本の部の金額

のいずれか大きい方の75％以

上の金額を維持すること。

　②借入人の各年度の決算期および

中間期に係る借入人の連結の

損益計算書および単体の損益

計算書の経常損益が、それぞれ

２半期連続して経常損失とな

らないこと。
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(中間連結損益計算書関係)
　

前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主
要な項目と金額
従業員給与
賞与

2,492,989千円

賞与引当金
繰入額

115,218千円

退職給付費用 36,149千円
水道光熱費 359,757千円
減価償却費 457,689千円
地代家賃 1,175,069千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主
要な項目と金額
従業員給与
賞与

2,750,519千円

賞与引当金
繰入額

135,505千円

退職給付費用 43,074千円
水道光熱費 429,847千円
減価償却費 439,184千円
地代家賃 1,310,209千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主
要な項目と金額

従業員給与
賞与

5,194,755千円

賞与引当金
繰入額

122,101千円

退職給付費用 72,233千円
水道光熱費 756,693千円
減価償却費 944,725千円
地代家賃 2,440,598千円

 
※２　固定資産除却損の内訳

建物 2,473千円
構築物 1,593千円
器具備品 2,270千円
その他 6,709千円
　計 13,046千円

　　　 
※２　固定資産除却損の内訳

レンタル資産 10,295千円
建物 264千円
構築物 279千円
器具備品 2,425千円
その他 25,352千円
　計 38,617千円

　　　 
※２　固定資産除却損の内訳

建物 3,535千円
構築物 1,798千円
器具備品 4,316千円
車両運搬具 32千円
その他 18,781千円
　計 28,463千円

※３　減損損失
当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グ
ループについて減損損失を計上
しました。　
場所 用途 種類

茨城県
ひたちな
か市他

店舗資産 建物及び構築
物、その他の
有形固定資
産、リース資
産、（投資そ
の他の資産）
その他

当社グループは、キャッシュ・
フローを生み出す最小単位とし
て主として店舗を基本単位に資
産のグルーピングを行っており
ます。
  当中間連結会計期間において、
資産グループ単位の収益等を踏
まえて検証した結果、一部の店舗
資産については、将来キャッシュ
・フローによって当該資産の帳
簿価額が全額回収できる可能性
が低いと判断し、各資産グループ
の帳簿価額を回収可能な価額ま
で減額し、当該減少額121,861千
円を減損損失として特別損失に
計上しております。その内訳は、
建物及び構築物84,095千円、有形
固定資産のその他22,133千円、
リース資産15,158千円、投資資産
のその他475千円であります。
なお、回収可能価額は使用価値に
より測定しておりますが、将来
キャッシュ・フローがマイナス
であるため、ゼロとして評価して
おります。

※３  減損損失　
当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グ
ループについて減損損失を計上
しました。　
場所 用途 種類

茨城県
常陸大宮
市他

店舗資産
転貸資産

建物及び構築
物、その他の
有形固定資
産、その他の
無形固定資
産、
（投資その他
の資産）
その他

当社グループは、キャッシュ・
フローを生み出す最小単位とし
て主として店舗を基本単位に資
産のグルーピングを行っており
ます。
  当中間連結会計期間において、
資産グループ単位の収益等を踏
まえて検証した結果、一部の店舗
資産については、将来キャッシュ
・フローによって当該資産の帳
簿価額が全額回収できる可能性
が低いと判断し、各資産グループ
の帳簿価額を回収可能な価額ま
で減額し、当該減少額51,438千円
を減損損失として特別損失に計
上しております。その内訳は、建
物及び構築物48,250千円、有形固
定資産のその他2,544千円、無形
固定資産のその他24千円、投資資
産のその他618千円であります。
なお、回収可能価額は使用価値に
より測定しておりますが、将来
キャッシュ・フローがマイナス
であるため、ゼロとして評価して
おります。

※３　減損損失
当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産グループ
について減損損失を計上しまし
た。
場所 用途 種類

茨城県
ひたちな
か市他

店舗資産
転貸資産

建物及び構築
物、器具備品、
リース資資、
（投資その他
の資産）
その他

当社グループは、キャッシュ・
フローを生み出す最小単位とし
て主として店舗を基本単位に資
産のグルーピングを行っており
ます。当連結会計年度において、
資産グループ単位の収益等を踏
まえて検証した結果、一部の店舗
資産及び転貸資産につ
いては、将来キャッシュ・フロー
によって当該資産の帳簿価額が
全額回収できる可能性が低いと
判断し、各資産グループの帳簿価
額を回収可能な価額まで減額し、
当該減少額191,322千円を減損損
失として特別損失に計上してお
ります。その内訳は、建物及び構
築物135,125千円、器具備品
30,601千円、レンタル資産5,612
千円、リース資産15,158千円、投
資資産のその他4,825千円であり
ます。
  回収可能価額の評価に当たっ
ては、土地については主として取
引事例価格等を基に算定した正
味売却可能価格により評価して
おります。また、土地を除く資産
につきましては使用価値により
測定しております。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式      (株) 54,024　 12 － 54,036

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

ストック・オプション行使による増加 12株

　

２．配当に関する事項

  配当金支払額
　

　

決議 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月23日
取締役会

普通株式 81,036 1,500平成19年２月28日平成19年５月９日

　
　

当中間連結会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式      (株) 54,036 － － 54,036
　

　

２．新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間末
残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結
会計期間末

㈱ワンダーコー
ポレーション

平成20年ストック・
オプションとしての
新株予約権

普通株式 － － － － 5,757

（注）平成20年ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　

３．配当に関する事項

  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年４月17日
取締役会

普通株式 162,108 3,000平成20年２月29日平成20年５月８日

(注) １株当たり配当金には、創立20周年記念配当500円が含まれております。
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前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 54,024 12 － 54,036

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

ストック・オプション行使による増加 12株

　

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年４月23日
取締役会

普通株式 81,036 1,500平成19年２月28日 平成19年５月９日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年4月17日
取締役会

普通株式 利益剰余金 162,108 3,000平成20年２月29日 平成20年５月８日

(注) １株当たり配当金には、創立20周年記念配当500円が含まれております。

　

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に記載されている科目の金額

との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に記載されている科目の金額

との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係

　　　(平成19年８月31日現在)

現金及び預金
勘定

1,026,757千円

現金及び現金
同等物

1,026,757千円

 

　　　(平成20年８月31日現在)

現金及び預金
勘定

2,164,735千円

現金及び現金
同等物

2,164,735千円

 

　　　(平成20年２月29日現在)

現金及び預金
勘定

1,061,502千円

現金及び現金
同等物

1,061,502千円

 

　

次へ

EDINET提出書類

株式会社ワンダーコーポレーション(E03444)

半期報告書

35/71



(リース取引関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末

残高相当額

１  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当

額

１  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額

有形固定
資産の
その他

無形固定
資産

合計

取得価額
相当額
(千円)

3,818,836164,5943,983,430

減価償却
累計額
相当額
(千円)

1,883,440134,8432,018,284

減損損失
累計額
相当額
(千円)

49,729 － 49,729

中間
期末残高
相当額
(千円)

1,885,66629,7501,915,416

　

建物及び
構築物

有形固定
資産の
その他

無形固定

資産
合計

取得価額
相当額
(千円)

258,7982,868,45972,5263,199,784

減価償却
累計額
相当額
(千円)

17,0621,528,55223,5381,569,153

減損損失
累計額
相当額
(千円)

－ 49,729－ 49,729

中間期末
残高
相当額
(千円)

241,7351,290,17748,9881,580,901

　

建物及び
構築物

有形固定
資産の
その他

無形固定

資産
合計

取得価額
相当額
(千円)

258,7983,987,926160,5314,407,256

減価償却
累計額
相当額
(千円)

5,6872,095,111118,8932,219,692

減損損失
累計額
相当額
(千円)

－ 49,729－ 49,729

期末残高
相当額
(千円)

253,1101,843,08541,6372,137,833

②　未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高

未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 963,407千円

１年超 978,216千円

合計 1,941,623千円

②　未経過リース料中間期末残高相当

額及びリース資産減損勘定中間期

末残高

未経過リース料中間期末残高相当

額

１年以内 514,321千円

１年超 1,049,380千円

合計 1,563,702千円

②　未経過リース料期末残高相当額及

びリース資産減損勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 971,444千円

１年超 1,189,539千円

合計 2,160,984千円

　　リース資産減損勘定中間期末残

高　　　　　　35,608千円

　　リース資産減損勘定中間期末残高

　　　　　　　　　17,205千円　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　リース資産減損勘定期末残高

　　　　　　　  　27,036千円

③　支払リース料、リース資産減損

勘定取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 618,071千円

リース資産減損
勘定取崩額

6,027千円

減価償却費
相当額

593,612千円

支払利息相当額 19,674千円

減損損失 15,158千円

③　支払リース料、リース資産減損勘

定取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失

支払リース料 553,178千円

リース資産減損
勘定取崩額

9,201千円

減価償却費
相当額

526,890千円

支払利息相当額 21,293千円

減損損失 －千円

③　支払リース料、リース資産減損勘定

取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失

支払リース料 1,266,445千円

リース資産減損
勘定取崩額

14,599千円

減価償却費
相当額

1,211,493千円

支払利息相当額 42,562千円

減損損失 15,158千円
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前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零（残価の取決めのある

ものについては、当該残価保証

額）とする定額法によっておりま

す。

④　減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を利

息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によって

おります。

　  利息相当額の算定方法

同左

　　利息相当額の算定方法

　　　同左

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引

  (借手側)

    未経過リース料

  (借手側)

    未経過リース料

  (借手側)

    未経過リース料

１年以内 146,960千円

１年超 4,639,081千円

合計 4,786,041千円

  (貸手側)

    未経過リース料

１年以内 32,400千円

１年超 166,100千円

合計 198,500千円

 

１年以内 264,892千円

１年超 4,810,299千円

合計 5,075,192千円

  (貸手側)

    未経過リース料

１年以内 36,600千円

１年超 175,821千円

合計 212,421千円

 

１年以内 162,560千円

１年超 5,070,470千円

合計 5,233,030千円

  (貸手側)

    未経過リース料

１年以内 36,600千円

１年超 185,731千円

合計 222,331千円
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成19年８月31日)

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

①　株式 2,134 1,120 △1,014

②　債券 － － －

③　その他 － － －

合計 2,134 1,120 △1,014

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　

内容
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

関連会社株式     －

その他有価証券
非上場株式

3,500

　

当中間連結会計期間末(平成20年８月31日)

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

①　株式 798 798 －

②　債券 － － －

③　その他 － － －

合計 798 798 －

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　

内容
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券
非上場株式

3,500
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前連結会計年度末(平成20年２月29日)

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

①　株式 2,134 792 △1,342

②　債券 － － －

③　その他 － － －

合計 2,134 792 △1,342

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

関連会社株式 －

その他有価証券
非上場株式

3,500

　

(デリバティブ取引関係)

　当社が利用しているデリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しているので記載を省略

しております。
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(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

      該当事項はありません。
　

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

１．費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費の株式報酬費用  5,757千円

　

２．ストック・オプションの内容及び規模

決議年月日 平成20年５月23日

付与対象者の区分及び人数　

当社取締役　　 11名

当社監査役　　 ４名

当社従業員　  157名（執行役員含む）　

子会社株式会社ワンダーネットの取締役１名

株式の種類及び数 (注)１ 普通株式 1,657株 

付与日 平成20年６月３日

権利確定条件 付与日以降、権利行使時においても継続して勤務していること

対象勤務期間 自　平成20年６月３日　至　平成22年５月31日

権利行使期間 自　平成22年６月１日　至　平成25年５月31日

権利行使価格 (注）２、３ 178,250円 

付与日における公正な評価単価  27,900円

(注）１．当社が株式無償割当、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整する。

調整後目的株式数＝調整前目的株式数×無償割当、分割又は併合の割合

２．当社が株式無償割当、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

無償割当、分割又は併合の比率

３．本新株予約権者は、ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の普通取引の終値が、当該時点において

有効な行使価額に1.30を乗じた金額、又は210,000円のどちらか高い金額を上回らない場合は、本新株予約権

を行使することができない。

　

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

ストック・オプションの内容及び規模

平成16年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数　(注)１

 

当社取締役８名

当社監査役２名

当社執行役員２名

当社従業員100名　

子会社株式会社ブックランドカスミの取締役１名

子会社株式会社ブックランドカスミの従業員32名　

株式の種類及び数　(注)２ 普通株式 1,060株

付与日 平成16年６月30日

権利確定条件 付与日以降、権利行使時においても継続して勤務していること

対象勤務期間 自　平成16年６月30日　至　平成18年６月30日

権利行使期間 自　平成18年７月１日　至　平成20年12月31日

権利行使価格 119,295円

付与日における公正な評価単価     ―  

(注) １．株式会社ブックランドカスミは平成18年３月１日付で当社に吸収合併しております。

２．平成17年４月20日付株式分割（株式１株につき２株）及び平成18年３月１日付株式分割(株式１株につき２

株)による分割後の株式数に換算して記載しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

直営事業
(千円)

ＦＣ事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

30,350,5444,408,15534,758,700 － 34,758,700

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 30,350,5444,408,15534,758,700 － 34,758,700

営業費用 29,514,9774,360,02933,875,006 － 33,875,006

営業利益 835,567 48,126 883,694 － 883,694

　

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

直営事業
(千円)

ＦＣ事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

30,828,9023,952,58034,781,483 － 34,781,483

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 30,828,9023,952,58034,781,483 － 34,781,483

営業費用 30,075,6523,906,90033,982,552 － 33,982,552

営業利益 753,250 45,679 798,930 － 798,930

　

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

直営事業
(千円)

ＦＣ事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

62,851,3188,696,38371,547,701 － 71,547,701

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 62,851,3188,696,38371,547,701 － 71,547,701

営業費用 60,940,8198,581,35069,522,169 － 69,522,169

営業利益 1,910,498115,0322,025,531 － 2,025,531

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の事業内容

(1) 直営事業…………ゲームソフト、音楽ソフト、書籍、携帯電話等の店舗での小売販売

(2) ＦＣ事業…………ゲームソフト、音楽ソフト、書籍等のＦＣへの卸売

３　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

４  前中間連結会計期間の「会計処理の変更」に記載のとおり、前中間連結会計期間より平成19年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備を除く）以外の有形固定資産については、改正後の法人税法に規定する減価償

却方法により減価償却費を計上しております。この結果、従来の方法によった場合と比較し、前中間連結会計

期間の営業費用が直営事業で6,668千円、ＦＣ事業で61千円、計6,729千円増加し、営業利益は同額減少してお

ります。

５  前連結会計年度の「会計処理の変更」に記載のとおり、前連結会計年度より平成19年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く）以外の有形固定資産については、改正後の法人税法に規定する減価償却方法に

より減価償却費を計上しております。この結果、従来の方法によった場合と比較し、当連結会計年度の営業費

用が直営事業で23,799千円、ＦＣ事業で486千円、計24,286千円増加し、営業利益は同額減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外子会社及び連結会社の

海外事業所はありませんので、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高がありませんの

で、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

（共通支配下の取引）

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む

取引の概要　

（1）結合当事企業の名称及び事業の内容

① 結合企業

 名称         株式会社ワンダーコーポレーション（当社）

 事業の内容   ゲームソフト・映像ソフト・音楽ソフト・書籍を中心としたエンタテインメント

商品、携帯電話、化粧品及びこれらに関連する商品の販売店の直営及びＦＣ事業を

主たる業務としております。

② 被結合企業

 名称         株式会社近畿ワンダックス及び株式会社中部ワンダックス

 事業の内容   ゲームソフト・映像ソフト・音楽ソフト・書籍を中心としたエンタテインメント

商品及びこれらに関連する商品の販売店の直営事業を主たる業務としておりま

す。

（2）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条３項に定める簡易合併ならびに同法784条第

１項に定める略式合併）とし、合併による新株の発行及び資本金の増加は行わず、また、合併交付金

の支払はありません。

（3）取引の目的を含む取引の概要

株式会社近畿ワンダックスは、兵庫県に１店舗、滋賀県に１店舗、ゲームソフト、映像ソフト、音楽

ソフト、書籍等の販売を中心に事業を行っておりました。株式会社中部ワンダックスは、三重県に５

店舗、静岡県に１店舗、ゲームソフト、映像ソフト、音楽ソフト、書籍等の販売を中心に事業を行って

おりましたが、今般、当社グループの経営資源の集中と効率化を図るため、両社と合併いたしました。

２． 実施した会計処理の概要

上記合併は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しています。したがっ

て、当該会計処理が中間連結財務諸表に与える影響はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。
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前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

（共通支配下の取引）

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む

取引の概要　

（1）結合当事企業の名称及び事業の内容

① 結合企業

 名称         株式会社ワンダーコーポレーション（当社）

 事業の内容   ゲームソフト・映像ソフト・音楽ソフト・書籍を中心としたエンタテインメント

商品、携帯電話、化粧品及びこれらに関連する商品の販売店の直営及びＦＣ事業を

主たる業務としております。

② 被結合企業

 名称         株式会社近畿ワンダックス及び株式会社中部ワンダックス

 事業の内容   ゲームソフト・映像ソフト・音楽ソフト・書籍を中心としたエンタテインメント

商品及びこれらに関連する商品の販売店の直営事業を主たる業務としておりま

す。

（2）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条３項に定める簡易合併ならびに同法784条第

１項に定める略式合併）とし、合併による新株の発行及び資本金の増加は行わず、また、合併交付金

の支払はありません。

（3）取引の目的を含む取引の概要

株式会社近畿ワンダックスは、兵庫県に１店舗、滋賀県に１店舗、ゲームソフト、映像ソフト、音楽

ソフト、書籍等の販売を中心に事業を行っておりました。株式会社中部ワンダックスは、三重県に５

店舗、静岡県に１店舗、ゲームソフト、映像ソフト、音楽ソフト、書籍等の販売を中心に事業を行って

おりましたが、今般、当社グループの経営資源の集中と効率化を図るため、両社と合併いたしました。

２． 実施した会計処理の概要

上記合併は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しています。したがっ

て、当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。
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(１株当たり情報)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 177,840円18銭１株当たり純資産額 186,480円08銭１株当たり純資産額 189,025円03銭

１株当たり中間純
利益

7,475円08銭
１株当たり中間純
利益

440円22銭
１株当たり当期純
利益

18,663円56銭

潜在株式調整後
１株当たり中間純
利益

7,430円94銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純
利益

440円21銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純
利益

18,568円03銭

(注)　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

項目 前中間連結会計期間末
 (平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末
 (平成20年８月31日)

前連結会計年度末
 (平成20年２月29日)

中間連結貸借対照表(連結貸
借対照表)の純資産の部の合
計額(千円)

9,609,771 10,082,395 10,214,156

普通株式に係る純資産額(千
円)

9,609,771 10,076,637 10,214,156

差額の主な内訳(千円)
　新株予約権

－ 5,757 －

普通株式の発行済株式数(株) 54,036 54,036 54,036

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(株)

54,036 54,036 54,036

　

２．１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

中間(当期)純利益(千円) 403,886 23,787 1,008,466

普通株式に係る中間(当期)純
利益(千円)

403,886 23,787 1,008,466

普通株主に帰属しない金額
(千円)

－ － －

普通株式の期中平均株式数
(株)

54,031 54,036 54,034

中間(当期)純利益調整額
(千円)

－ － －

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要
な内訳(株)
新株予約権

321 １ 278

普通株式増加数（株） 321 １ 278

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要

－

平成20年新株予約権方
式によるストック・オ
プション（新株予約権
の数1,657個)
普通株式 1,657株

－
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(重要な後発事象)

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

(重要な業務提携)

当社は、平成20年４月17日において株式会社ＴＳＵＴＡＹＡとの間で、業務提携契約書を締結いたし

ました。

　

(ストックオプション）

当社は、平成20年５月23日開催の定時株主総会において、会社法第236条、第238条及び239条の規定に

基づき、当社並びに当社子会社の取締役、執行役員及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を高め、

また当社の監査役の適正な監査に対する意識を高めることを目的とし、新株予約権を付与することを

決定いたしました。 

　

 (2)【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 870,785 1,986,978 950,936

　２　売掛金 1,020,738 1,022,710 984,201

　３　たな卸資産 9,320,670 9,717,135 9,944,658

　４　未収入金 1,950,714 1,702,482 1,697,423

　５　その他 927,790 1,029,049 968,229

　６　貸倒引当金 △6,477 △ 3,283 △ 5,987

　　　流動資産合計 14,084,22251.4 15,455,07253.0 14,539,46051.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物 ※２ 4,981,967 4,946,992 4,741,046

　　(2) その他 ※２ 1,906,145 1,710,018 2,038,594

　　　有形固定資産合計 6,888,11325.1 6,657,01022.9 6,779,64024.0

　２　無形固定資産 307,6201.1 298,0651.0 298,7981.1

　３　投資その他の資産

　　(1) 敷金・保証金 5,045,198 5,448,671 5,408,043

　　(2) その他 1,102,927 1,294,192 1,167,170

　　　投資その他の資産
　　　合計

6,148,12522.4 6,742,86323.1 6,575,21423.3

　　　固定資産合計 13,343,85848.6 13,697,94047.0 13,653,65348.4

　　　資産合計 27,428,081100.0 29,153,012100.0 28,193,114100.0
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前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 6,457,946 6,443,472 6,247,774

　２　短期借入金 3,000,000 2,400,000 2,780,000

　３　一年内に返済予定の
      長期借入金

※２ 1,973,307 1,793,449 1,899,637

　４　賞与引当金 109,317 120,135 114,689

　５　ポイントカード
　　　引当金

934,069 1,004,428 986,853

　６　その他 ※３ 1,690,486 1,884,975 1,875,647

　　　流動負債合計 14,165,12751.6 13,646,46046.8 13,904,60249.3

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※２ 3,222,428 5,052,121 3,671,724

　２　退職給付引当金 139,465 137,715 136,838

　３　その他 479,044 501,483 480,715

　　　固定負債合計 3,840,93814.0 5,691,32019.5 4,289,27915.2

　　　負債合計 18,006,06565.6 19,337,78166.3 18,193,88264.5

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,358,9008.6 2,358,9008.1 2,358,9008.4

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 2,360,793 2,360,793 2,360,793

　　　資本剰余金合計 2,360,7938.6 2,360,7938.1 2,360,7938.4

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 3,330 3,330 3,330

　  (2) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 2,600,000 2,600,000 2,600,000

　　　　繰越利益剰余金 2,099,596 2,486,448 2,677,008

　　　利益剰余金合計 4,702,92617.2 5,089,77817.5 5,280,33818.7

　　　株主資本合計 9,422,62034.4 9,809,47233.7 10,000,03235.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

△ 605△0.0 － － △ 801△0.0

　　　評価・換算差額等
　　　合計

△ 605△0.0 － － △ 801△0.0

Ⅲ  新株予約権 － － 5,7570.0 － －

　　　純資産合計 9,422,01534.4 9,815,23033.7 9,999,23135.5

　　　負債純資産合計 27,428,081100.0 29,153,012100.0 28,193,114100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 31,221,882100.0 31,910,774100.0 64,669,030100.0

Ⅱ　売上原価 23,835,42676.3 23,979,67075.1 49,476,01076.5

　　　売上総利益 7,386,45523.7 7,931,10424.9 15,193,01923.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 6,515,63320.9 7,165,15622.5 13,248,26220.5

　　　営業利益 870,8222.8 765,9482.4 1,944,7573.0

Ⅳ　営業外収益 ※１ 97,8660.3 97,7690.3 195,9700.3

Ⅴ　営業外費用 ※２ 74,7810.2 90,8910.3 155,4530.2

　　　経常利益 893,9072.9 772,8262.4 1,985,2743.1

Ⅵ　特別利益 ※３ 82,0400.3 2,7030.0 98,7700.1

Ⅶ　特別損失 ※4,5 155,3610.5 784,2212.4 250,3690.4

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益又は税引前
      中間純損失(△)

820,5852.7 △ 8,691△0.0 1,833,6752.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

349,535 21,057 845,055

　　　法人税等調整額 △17,099332,4351.1 △ 1,297 19,7600.1 △ 76,943768,1121.2

　　　中間(当期)純利益
      又は中間純損失(△)

488,1501.6 △ 28,452△0.1 1,065,5621.6
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

平成19年２月28日残高(千円) 2,358,1852,360,0772,360,0773,3302,600,0001,692,4814,295,8119,014,074

中間会計期間中の変動額

ストック・オプション行使
による新株の発行

715 715 715 1,431

　剰余金の配当 △81,036△81,036△81,036

　中間純利益 488,150488,150488,150

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

715 715 715 － － 407,114407,114408,546

平成19年８月31日残高(千円) 2,358,9002,360,7932,360,7933,3302,600,0002,099,5964,702,9269,422,620

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(千円) △378 △378 9,013,696

中間会計期間中の変動額

ストック・オプション行使
による新株の発行

1,431

  剰余金の配当 △ 81,036

　中間純利益 488,150

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△ 226 △ 226 △ 226

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△ 226 △ 226 408,319

平成19年８月31日残高(千円) △ 605 △ 605 9,422,015
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当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

平成20年２月29日残高(千円) 2,358,9002,360,7932,360,7933,3302,600,0002,677,0085,280,33810,000,032

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △ 162,108△ 162,108△ 162,108

　中間純損失 △ 28,452△ 28,452△ 28,452

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

－ － － － － △ 190,560△ 190,560△ 190,560

平成20年８月31日残高(千円) 2,358,9002,360,7932,360,7933,3302,600,0002,486,4485,089,7789,809,472

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成20年２月29日残高(千円) △ 801 △ 801 － 9,999,231

中間会計期間中の変動額

  剰余金の配当 △ 162,108

　中間純損失 △ 28,452

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

801 801 5,757 6,559

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

801 801 5,757 △ 184,001

平成20年８月31日残高(千円) － － 5,757 9,815,230
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前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

平成19年２月28日残高(千円) 2,358,1852,360,0772,360,0773,3302,600,0001,692,4814,295,8119,014,074

事業年度中の変動額

　ストック・オプション行使　　
　による新株の発行

715 715 715 1,431

　剰余金の配当 △ 81,036△ 81,036△ 81,036

　当期純利益 1,065,5621,065,5621,065,562

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 715 715 715 ─ ─ 984,526984,526985,958

平成20年２月29日残高(千円) 2,358,9002,360,7932,360,7933,3302,600,0002,677,0085,280,33810,000,032

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(千円) △378 △378 9,013,696

事業年度中の変動額

　ストック・オプション行使　　
　による新株の発行

1,431

　剰余金の配当 △ 81,036

　当期純利益 1,065,562

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 422 △ 422 △ 422

事業年度中の変動額合計(千円) △ 422 △ 422 985,535

平成20年２月29日残高(千円) △ 801 △ 801 9,999,231
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　・子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法

　　・その他有価証券

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　・子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

　　・その他有価証券

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　・子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

　　・その他有価証券

　　　・時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算

定)

　　　・時価のあるもの

同左

　　　・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法

(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算

定)

　　　・時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　　・時価のないもの

　　　　同左

　　　・時価のないもの

　　　　同左

　(2) たな卸資産

　　・商品

移動平均法に基づく低価法

但し、パソコン・家具等一部

のリサイクル商品(中古品)に

ついては、売価還元法による

原価法

　(2) たな卸資産

　　・商品

同左

　(2) たな卸資産

　　・商品

同左

　　・貯蔵品

最終仕入原価法

　　・貯蔵品

同左

　　・貯蔵品

同左

　(3) デリバティブ

　　　時価法

　(3) デリバティブ

　　　同左

　(3) デリバティブ

　　　同左

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

建物(建物附属設備は除く)

ａ 平成10年３月31日以前に取

得したもの

旧定率法

ｂ 平成10年４月１日以降に取

得したもの

旧定額法

建物以外

ａ 平成19年３月31日以前に取

得したもの

旧定率法

ｂ 平成19年４月１日以降に取

得したもの

定率法

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

建物　　　　８～34年

構築物　　　10～20年

その他　　　２～15年

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産　　

 同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

 同左
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前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　(2) 無形固定資産

定額法。なお、償却年数につい

ては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており

ます。但し、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用しておりま

す。

　(2) 無形固定資産

　　　同左

　(2) 無形固定資産

　　　同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しており

ます。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　同左

　(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将来

の支給見込額のうち当中間会

計期間の負担額を計上してお

ります。

　(2) 賞与引当金

　　　同左

　(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。

　(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、当事業

年度における支給見込額に基

づき、当中間会計期間に見合

う分を計上しております。

なお、当中間会計期間におき

ましては、当事業年度におけ

る支給見込額を合理的に見積

ることが困難なため計上して

おりません。

　(3) 役員賞与引当金

同左

　(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当期の負担額を計

上しております。 

なお、当事業年度におきまして

は、支給見込額がないため計上

しておりません。

 

　(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。

　数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り、発生の翌期から費用処理

することとしております。

　過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により、費用処理し

ております。　

　(4) 退職給付引当金

      同左

　(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により、発

生の翌期から費用処理すること

としております。

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定

額法により、費用処理しており

ます。　
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前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　(5) ポイントカード引当金
将来のポイントカードによ

るポイントの使用による売上
値引きに備えるため、過去の
使用実績率に基づき、将来使
用されると見込まれる金額を
計上しております。

　(5) ポイントカード引当金

　　　同左

　(5) ポイントカード引当金

　　　同左

４　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理に
よっております。

４　リース取引の処理方法

　　 同左

４　リース取引の処理方法

　　 同左

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特

例処理の要件を満たすものに

ついては特例処理を採用して

おります。

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　同左

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法　　
　　　同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段…デリバティブ取引

(金利スワップ)

　　　　ヘッジ対象…借入金の利息

　(3) ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを

回避する目的でデリバティブ

取引を行っており、投機目的

のデリバティブ取引は行わな

い方針であります。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　同左

 

 

　(3) ヘッジ方針

同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　同左

 

 

　(3) ヘッジ方針

同左

　(4) ヘッジ有効性評価の方法 　(4) ヘッジ有効性評価の方法 　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　デリバティブ取引の実行に

当たり、ヘッジ手段とヘッジ

対象に関する重要な条件がほ

ぼ一致しておりヘッジ開始時

及びその後も継続して相場変

動等を相殺することができる

ことを確認しておりますので

有効性の評価を省略しており

ます。

　　　同左 　　　同左

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

同左

６　その他財務諸表作成のための

　基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理方法

　同左
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会計処理の変更

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
  至　平成20年２月29日)

(有形固定資産の減価償却方法の変

更)

  当中間会計期間より、法人税法の

改正（（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月30日法律第６

号）及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令　平成19年３月30日政

令第83号））に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）以外の有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に規定

する減価償却方法により減価償却費

を計上しております。これにより、営

業利益、経常利益及び税引前中間純

利益は、それぞれ6,729千円減少して

おります。

      ───────── (有形固定資産の減価償却方法の変

更)

当事業年度より、法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日法律第６号）

及び（法人税法施行令の一部を改正

する政令　平成19年３月30日政令第

83号））に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）以外の有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に規定する

減価償却方法により減価償却費を計

上しております。これにより、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ24,272千円減少してお

ります。

（企業結合に係る会計基準等）

当中間会計期間から「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会　平

成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成17年12月27日企業会計

基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員会

　改正平成18年12月22日　企業会計基

準適用指針第10号）を適用しており

ます。

      ───────── (企業結合に係る会計基準等)

当事業年度より「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会　平成15

年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員

会　平成17年12月27日企業会計基準

第７号）並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準委員会　改

正平成18年12月22日 企業会計基準

適用指針第10号）を適用しておりま

す。

　

追加情報

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
   至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
   至　平成20年８月31日）

前事業年度
(自　平成19年３月１日
  至　平成20年２月29日)

      ──────────

 

 

（有形固定資産の減価償却の方法) 

法人税の改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により、取得価額の５％に

到達した連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益及

び税引前中間純損失に与える影響は軽微

であります。

      ──────────
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注記事項

(中間貸借対照表関係)
　

前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額
5,443,009千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
5,985,860千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
5,703,596千円

※２　担保に供している資産は、次の
とおりであります。

土地 85,000千円

建物 537,843千円

計 622,843千円

※２　担保に供している資産は、次の
とおりであります。

土地 85,000千円

建物 486,441千円

計 571,441千円

※２　担保に供している資産は、次の
とおりであります。

土地 85,000千円

建物 511,155千円

計 596,155千円

　　　上記の資産を担保に供している債
務は、次のとおりであります。
一年内に返済予
定の長期借入金

212,000千円

長期借入金 264,000千円

　　　上記の資産を担保に供している債
務は、次のとおりであります。
一年内に返済予
定の長期借入金

142,000千円

長期借入金 122,000千円

上記の資産を担保に供してい
る債務は、次のとおりでありま
す。

一年内に返済予
定の長期借入金

202,000千円

長期借入金 168,000千円

※３　消費税等の取扱い
仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額的重
要性が乏しいため、流動負債の
「その他」に含めて表示して
おります。

※３　消費税等の取扱い
同左

※３　　　─────

　４　　当社においては、運転資金の効
率的な調達を行うため取引銀
行11行と子会社１社と当座貸
越契約を締結しております。
当中間会計期間末における当
座貸越契約に係る借入金未実
行残高等は次のとおりであり
ます。
当座貸越極度
額の総額

4,900,000千円

借入実行残高 1,500,000千円

差引額 3,400,000千円

　４　　当社においては、運転資金の効
率的な調達を行うため取引銀
行11行と子会社１社と当座貸
越契約を締結しております。
当中間会計期間末における当
座貸越契約に係る借入金未実
行残高等は次のとおりであり
ます。
当座貸越極度
額の総額

4,900,000千円

借入実行残高 1,400,000千円

差引額 3,500,000千円

　４　　当社においては、運転資金の効
率的な調達を行うため取引銀
行11行と子会社１社と当座貸
越契約を締結しております。
当事業年度末における当座貸
越契約に係る借入金未実行残
高等は次のとおりであります。

当座貸越極度
額の総額

4,900,000千円

借入実行残高 1,280,000千円

差引額 3,620,000千円

　５　　当社は長期借入金を固定化させ
るため、㈱常陽銀行をアレン
ジャー、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
をコ・アレンジャーとした計
６行の金融機関との間でシン
ジケーション方式タームロー
ン契約（分割実行可能期間付
金銭消費貸借契約）を締結し
ております。
当中間会計期間末におけるシ
ンジケーション方式ターム
ローン契約に係る借入金未実
行残高は次のとおりでありま
す。

　５　　当社は長期借入金を固定化させ
るため、㈱常陽銀行をアレン
ジャー、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
をコ・アレンジャーとした計
６行の金融機関との間でシン
ジケーション方式タームロー
ン契約（分割実行可能期間付
金銭消費貸借契約）を締結し
ております。
当中間会計期間末におけるシ
ンジケーション方式ターム
ローン契約に係る借入金未実
行残高は次のとおりでありま
す。

　５　　当社は長期借入金を固定化させ
るため、㈱常陽銀行をアレン
ジャー、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
をコ・アレンジャーとした計
６行の金融機関との間でシン
ジケーション方式タームロー
ン契約（分割実行可能期間付
金銭消費貸借契約）を締結し
ております。
当事業年度末におけるシンジ
ケーション方式タームローン
契約に係る借入金未実行残高
は次のとおりであります。

シ ン ジ ケ ー
シ ョ ン 方 式
タームローン
契約

3,000,000千円

借入実行残高 3,000,000千円

借入金未実行
残高

－千円

借入金返済額 600,000千円

借入金残高 2,400,000千円

シンジケー
ション方式
タームローン
契約

3,000,000千円

借入実行残高 3,000,000千円

借入金未実行
残高

－千円

借入金返済額 1,200,000千円

借入金残高 1,800,000千円

タームローン
契約

3,000,000千円

借入実行残高 3,000,000千円

借入金未実行
残高

－千円

借入金返済額 900,000千円

借入金残高 2,100,000千円
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　 前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

　６　　平成17年３月31日締結のシンジ

ケーション方式タームローン

契約に下記の財務制限条項が

付されております。

　①各年度の決算期及び中間期の末

日における連結及び単体の貸

借対照表における資本の部の

金額を当該決算期の直前の決

算期の末日または平成16年２

月期の末日における借入人の

単体及び連結の貸借対照表に

おける資本の部の金額のいず

れか大きい方の75％以上に維

持すること。

　②各年度の決算期及び中間期にお

ける連結及び単体の損益計算

書上の経常損益が、それぞれ２

半期連続して経常損失になら

ないこと。

　６　　同左 　６　　同左

 

　７　　当社は当中間会計期間において

運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行とシンジ

ケート方式によるコミットメ

ントライン設定契約を締結し

ております。

　当中間会計期間末におけるコ

ミットメントライン設定契約

に係る借入金実行残高は次の

とおりであります。

コミットメン
トラインの総
額

2,500,000千円

借入実行残高 1,500,000千円

差引額 1,000,000千円

　　　　上記のコミットメントライン設

定契約について、以下の財務制

限条項が付されております。

　①借入人の各年度の決算期および

中間期の末日における借入人

の連結の貸借対照表及び単体

の貸借対照表における資本の

部の金額を当該決算期の直前

の決算期の末日または平成17

年２月期の末日における借入

人の単体および連結の貸借対

照表における資本の部の金額

のいずれか大きい方の75％以

上の金額を維持すること。

　②借入人の各年度の決算期および

中間期に係る借入人の連結の

損益計算書および単体の損益

計算書の経常損益が、それぞれ

２半期連続して経常損失とな

らないこと。

　７　　当社は当中間会計期間において

運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行とシンジ

ケート方式によるコミットメ

ントライン設定契約を締結し

ております。

　当中間会計期間末におけるコ

ミットメントライン設定契約

に係る借入金実行残高は次の

とおりであります。

コミットメン
トラインの総
額

2,500,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 1,500,000千円

　　　　上記のコミットメントライン設

定契約について、以下の財務制

限条項が付されております。

　①借入人の各年度の決算期および

中間期の末日における借入人

の連結の貸借対照表及び単体

の貸借対照表における資本の

部の金額を当該決算期の直前

の決算期の末日または平成17

年２月期の末日における借入

人の単体および連結の貸借対

照表における資本の部の金額

のいずれか大きい方の75％以

上の金額を維持すること。

　②借入人の各年度の決算期および

中間期に係る借入人の連結の

損益計算書および単体の損益

計算書の経常損益が、それぞれ

２半期連続して経常損失とな

らないこと。

　７　　当社は当事業年度において運転

資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行６行とシンジケー

ト方式によるコミットメント

ライン設定契約を締結してお

ります。

　当事業年度末におけるコミッ

トメントライン設定契約に係

る借入金実行残高は次のとお

りであります。

コミットメン
トラインの総
額

2,500,000千円

借入実行残高 1,500,000千円

差引額 1,000,000千円

　　　　上記のコミットメントライン設

定契約について、以下の財務制

限条項が付されております。

　①借入人の各年度の決算期および

中間期の末日における借入人

の連結の貸借対照表及び単体

の貸借対照表における資本の

部の金額を当該決算期の直前

の決算期の末日または平成17

年２月期の末日における借入

人の単体および連結の貸借対

照表における資本の部の金額

のいずれか大きい方の75％以

上の金額を維持すること。

　②借入人の各年度の決算期および

中間期に係る借入人の連結の

損益計算書および単体の損益

計算書の経常損益が、それぞれ

２半期連続して経常損失とな

らないこと。
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(中間損益計算書関係)
　

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　営業外収益のうち主要項目

受取利息 17,851千円

受取配当金 10,032千円

※１　営業外収益のうち主要項目

受取利息 24,258千円

受取配当金 10,040千円

※１　営業外収益のうち主要項目

受取利息 38,197千円

受取配当金 10,032千円

※２　営業外費用のうち主要項目

支払利息 63,058千円

※２　営業外費用のうち主要項目

支払利息 79,746千円

※２　営業外費用のうち主要項目

支払利息 136,093千円

※３　特別利益の主要項目

転貸契約等損失
戻入益

13,929千円

抱合せ株式消滅
差益

68,111千円

※３　特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入
益

2,703千円

※３　特別利益の主要項目

転貸契約等損失
戻入益

14,581千円

抱合せ株式消滅
差益

68,111千円

※４　特別損失の主要項目

固定資産除却損 13,046千円

減損損失 121,861千円

転貸契約等損失 16,424千円

※４　特別損失の主要項目

リース解約損 603,637千円

減損損失 51,438千円

投資有価証券評
価損

50,336千円

固定資産除却損 38,617千円

貯蔵品除却損 24,745千円

転貸契約等損失 15,446千円

※４　特別損失の主要項目

固定資産除却損 28,463千円

減損損失 191,322千円

転貸契約等損失 16,424千円
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前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※５　減損損失

当中間会計期間において、当
社は以下の資産グループについ
て減損損失を計上しました。
場所 用途 種類

茨城県
ひたちな
か市他

店舗資産 建物、その
他の有形固
定資産、
リース資産
(投資その
他の資産）
その他

当社は、キャッシュ・フローを
生み出す最小単位として主とし
て店舗を基本単位に資産のグ
ルーピングを行っております。
  当中間会計期間において、資産
グループ単位の収益等を踏まえ
て検証した結果、一部の店舗資産
については、将来キャッシュ・フ
ローによって当該資産の帳簿価
額が全額回収できる可能性が低
いと判断し、各資産グループの帳
簿価額を回収可能な価額まで減
額し、当該減少額121,861千円を
減損損失として特別損失に計上
しております。その内訳は、建物
31,020千円、有形固定資産のその
他75,208千円、リース資産15,158
千円、投資その他の資産のその他
475千円であります。
なお、回収可能価額は使用価値に
より測定しておりますが、将来
キャッシュ・フローがマイナス
であるため、ゼロとして評価して
おります。
 

※５　減損損失　

当中間会計期間において、当
社は以下の資産グループについ
て減損損失を計上しました。
場所 用途 種類

茨城県
常陸大宮
市他

店舗資産
転貸資産

建物、その
他の有形固
定資産、そ
の他の無形
固定資産
(投資その
他の資産）
その他

当社は、キャッシュ・フローを
生み出す最小単位として主とし
て店舗を基本単位に資産のグ
ルーピングを行っております。 
  当中間会計期間において、資産
グループ単位の収益等を踏まえ
て検証した結果、一部の店舗資産
については、将来キャッシュ・フ
ローによって当該資産の帳簿価
額が全額回収できる可能性が低
いと判断し、各資産グループの帳
簿価額を回収可能な価額まで減
額し、当該減少額51,438千円を減
損損失として特別損失に計上し
ております。その内訳は、建物
36,495千円、有形固定資産のその
他14,299千円、無形固定資産のそ
の他24千円、投資資産のその他
618千円であります。 
なお、回収可能価額は使用価値に
より測定しておりますが、将来
キャッシュ・フローがマイナス
であるため、ゼロとして評価して
おります。

※５　減損損失

当事業年度において、当社は以
下の資産グループについて減損
損失を計上しました。
場所 用途 種類

茨城県
ひたちな
か市他

店舗資産
転貸資産

建物、構築
物、器具備
品、リース
資産、長期
前払費用

当社は、キャッシュ・フローを
生み出す最小単位として主とし
て店舗を基本単位に資産のグ
ルーピングを行っております。当
事業年度において、資産グループ
単位の収益等を踏まえて検証し
た結果、一部の店舗資産及び転貸
資産については、将来キャッシュ
・フローによって当該資産の帳
簿価額が全額回収できる可能性
が低いと判断し、各資産グループ
の帳簿価額を回収可能な価額ま
で減額し、当該減少額191,322千
円を減損損失として特別損失に
計上しております。その内訳は、
建物79,717 千円、構築物55,408 
千円、器具備品30,601千円、レン
タル資産5,612千円、リース資産
15,158千円、長期前払費用4,825
千円であります。
回収可能価額の評価に当たって
は、土地については主として取引
事例価格等を基に算定した正味
売却可能価格により評価してお
ります。また、土地を除く資産に
つきましては使用価値により測
定しております。

　６　減価償却実施額

有形固定資産 500,298千円

無形固定資産 11,149千円

　６　減価償却実施額

有形固定資産 461,292千円

無形固定資産 12,287千円

　６　減価償却実施額

有形固定資産 1,030,586千円

無形固定資産 22,551千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自 平成19年３月１日  至 平成19年８月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自 平成20年３月１日  至 平成20年８月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

　

前事業年度(自 平成19年３月１日  至 平成20年２月29日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末

残高相当額

 

①　リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額

有形固定
資産の
その他

無形固定
資産

合計

取得価額
相当額
(千円)

3,818,836164,5943,983,430

減価償却
累計額
相当額
(千円)

1,883,440134,8432,018,284

減損損失
累計額
相当額
(千円)

49,729 － 49,729

中間期末
残高
相当額
(千円)

1,885,66629,7501,915,416

　

建物
有形固定
資産の
その他

無形固定

資産
合計

取得価額
相当額
(千円)

258,7982,868,45972,5263,199,784

減価償却
累計額
相当額
(千円)

17,0621,528,55223,5381,569,153

減損損失
累計額
相当額
(千円)

－ 49,729－ 49,729

中間期末
残高
相当額
(千円)

241,7351,290,17748,9881,580,901

建物及び
構築物

有形固定
資産の
その他

無形固定

資産
合計

取得価額
相当額
(千円)

258,7983,987,926160,5314,407,256

減価償却
累計額
相当額
(千円)

5,6872,095,111118,8932,219,692

減損損失
累計額
相当額
(千円)

－ 49,729－ 49,729

期末残高
相当額
(千円)

253,1101,843,08541,6372,137,833

②　未経過リース料中間期末残高相

当額及び、リース資産減損勘定

中間期末残高

未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 963,407千円

１年超 978,216千円

合計 1,941,623千円

②　未経過リース料中間期末残高相当

額及び、リース資産減損勘定中間

期末残高

未経過リース料中間期末残高相当

額

１年以内 514,321千円

１年超 1,049,380千円

合計 1,563,702千円

②　未経過リース料期末残高相当額及

び、リース資産減損勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 971,444千円

１年超 1,189,539千円

合計 2,160,984千円

　　リース資産減損勘定中間期末残

高　　 　　 　35,608千円

　　リース資産減損勘定中間期末残高

　　　　 　　　　　17,205千円

　　リース資産減損勘定期末残高

　　　　 　　　　　　　27,036千円

③　支払リース料、リース資産減損

勘定取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 618,071千円

リース資産減損
勘定取崩額

6,027千円

減価償却費
相当額

593,612千円

支払利息相当額 19,674千円

減損損失 15,158千円

③　支払リース料、リース資産減損勘定

取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失

支払リース料 553,178千円

リース資産減損
勘定取崩額

9,201千円

減価償却費
相当額

526,890千円

支払利息相当額 21,293千円

減損損失 －千円

③　支払リース料、リース資産減損勘定

取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失

支払リース料 1,266,445千円

リース資産減損
勘定取崩額

14,599千円

減価償却費
相当額

1,211,493千円

支払利息相当額 42,562千円

減損損失 12,158千円

EDINET提出書類

株式会社ワンダーコーポレーション(E03444)

半期報告書

61/71



前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零（残価の取決めのある

ものについては、当該残価保証

額）とする定額法によっておりま

す。

④　減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

　　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を利

息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によって

おります。

　　利息相当額の算定方法

同左

　　利息相当額の算定方法

　　　同左

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引

  (借手側)

　　未経過リース料

  (借手側)

　　未経過リース料

  (借手側)

　　未経過リース料

１年以内 146,960千円

１年超 4,639,081千円

合計 4,786,041千円

  (貸手側)

　　未経過リース料

１年以内 32,400千円

１年超 166,100千円

合計 198,500千円

 

１年以内 264,892千円

１年超 4,810,299千円

合計 5,075,192千円

  (貸手側)

　　未経過リース料

１年以内 36,600千円

１年超 175,821千円

合計 212,421千円

 

１年以内 162,560千円

１年超 5,070,470千円

合計 5,233,030千円

  (貸手側)

　　未経過リース料

１年以内 36,600千円

１年超 185,731千円

合計 222,331千円

　
　

(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年８月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末(平成20年８月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成20年２月29日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(企業結合等会計)

　

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

（共通支配下の取引）

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む

取引の概要　

（1）結合当事企業の名称及び事業の内容

① 結合企業

 名称         株式会社ワンダーコーポレーション（当社）

 事業の内容   ゲームソフト・映像ソフト・音楽ソフト・書籍を中心としたエンタテインメント

商品、携帯電話、化粧品及びこれらに関連する商品の販売店の直営及びＦＣ事業を

主たる業務としております。

② 被結合企業

 名称         株式会社近畿ワンダックス及び株式会社中部ワンダックス

 事業の内容   ゲームソフト・映像ソフト・音楽ソフト・書籍を中心としたエンタテインメント

商品及びこれらに関連する商品の販売店の直営事業を主たる業務としておりま

す。

（2）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条３項に定める簡易合併ならびに同法784条第

１項に定める略式合併）とし、合併による新株の発行及び資本金の増加は行わず、また、合併交付金

の支払はありません。

（3）取引の目的を含む取引の概要

株式会社近畿ワンダックスは、兵庫県に１店舗、滋賀県に１店舗、ゲームソフト、映像ソフト、音楽

ソフト、書籍等の販売を中心に事業を行っておりました。株式会社中部ワンダックスは、三重県に５

店舗、静岡県に１店舗、ゲームソフト、映像ソフト、音楽ソフト、書籍等の販売を中心に事業を行って

おりましたが、今般、当社グループの経営資源の集中と効率化を図るため、両社と合併いたしました。

２． 実施した会計処理の概要

当社が株式会社近畿ワンダックス及び株式会社中部ワンダックスより受入れた資産及び負債は、

合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により計上しました。また、当社の中間財務諸表上、当該

子会社株式の帳簿価額と増加株主資本との差額（抱合せ株式消滅差益68,111千円）を特別利益に計

上しました。

　

当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。
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前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

（共通支配下の取引）

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む

取引の概要　

（1）結合当事企業の名称及び事業の内容

① 結合企業

 名称         株式会社ワンダーコーポレーション（当社）

 事業の内容   ゲームソフト・映像ソフト・音楽ソフト・書籍を中心としたエンタテインメント

商品、携帯電話、化粧品及びこれらに関連する商品の販売店の直営及びＦＣ事業を

主たる業務としております。

② 被結合企業

 名称         株式会社近畿ワンダックス及び株式会社中部ワンダックス

 事業の内容   ゲームソフト・映像ソフト・音楽ソフト・書籍を中心としたエンタテインメント

商品及びこれらに関連する商品の販売店の直営事業を主たる業務としておりま

す。

（2）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条３項に定める簡易合併ならびに同法784条第

１項に定める略式合併）とし、合併による新株の発行及び資本金の増加は行わず、また、合併交付金

の支払はありません。

（3）取引の目的を含む取引の概要

株式会社近畿ワンダックスは、兵庫県に１店舗、滋賀県に１店舗、ゲームソフト、映像ソフト、音楽

ソフト、書籍等の販売を中心に事業を行っておりました。株式会社中部ワンダックスは、三重県に５

店舗、静岡県に１店舗、ゲームソフト、映像ソフト、音楽ソフト、書籍等の販売を中心に事業を行って

おりましたが、今般、当社グループの経営資源の集中と効率化を図るため、両社と合併いたしました。

２． 実施した会計処理の概要

当社が株式会社近畿ワンダックス及び株式会社中部ワンダックスより受入れた資産及び負債は、

合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により計上しました。また、当社の財務諸表上、当該子会

社株式の帳簿価額と増加株主資本との差額（抱合せ株式消滅差益68,111千円）を特別利益に計上し

ました。
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(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

(重要な後発事象)

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

(重要な業務提携) 

当社は、平成20年４月17日において株式会社ＴＳＵＴＡＹＡとの間で、業務提携契約書を締結いたし

ました。

　

(ストックオプション） 

当社は、平成20年５月23日開催の定時株主総会において、会社法第236条、第238条及び239条の規定に

基づき、当社並びに当社子会社の取締役、執行役員及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を高め、

また当社の監査役の適正な監査に対する意識を高めることを目的とし、新株予約権を付与することを

決定いたしました。 

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第20期(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　平成20年５月23日関東財務局長に提出。

　

(2) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づき、臨時報告書（ストッ

クオプション制度に伴う新株予約権発行）を平成20年６月30日に関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年11月20日

　

株式会社　ワンダーコーポレーション

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　陸　　田　　雅　　彦　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ワンダーコーポレーションの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会

計年度の中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ワンダーコーポレーション及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年11月18日

　

株式会社　ワンダーコーポレーション

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　陸　　田　　雅　　彦　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ワンダーコーポレーションの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会

計年度の中間連結会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ワンダーコーポレーション及び連結子会社の平成20年８月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年11月20日

　

株式会社　ワンダーコーポレーション

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　陸　　田　　雅　　彦　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ワンダーコーポレーションの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第20期

事業年度の中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ワンダーコーポレーションの平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示

しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年11月18日

　

株式会社　ワンダーコーポレーション

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　陸　　田　　雅　　彦　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ワンダーコーポレーションの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第21期

事業年度の中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ワンダーコーポレーションの平成20年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示

しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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